参考資料
１．関係年表
	年
	世界（国連等）
	国（※大阪府）
	箕面市

	昭和50
(1975）
	国際女性年、第１回世界女性会議を開催(メキシコシティ)
	婦人問題企画推進本部を設置
	

	昭和52
(1977）
	
	国内行動計画を策定
	

	昭和54
(1979)
	女性差別撤廃条約を採択
	
	

	昭和55
(1980)
	第２回世界女性会議を開催(コペンハーゲン）
	
	

	昭和57
(1982)
	
	
	婦人問題検討調整会議 を設置

	昭和60
(1985)
	第３回世界女性会議を開催(ナイロビ)
	国籍法の改正
女性差別撤廃条約を批准
	婦人問題施策推進本部 を設置、婦人問題懇話会を設置

	昭和61
(1986)
	
	男女雇用機会均等法施行
	箕面市婦人施策計画を策定、婦人担当を設置

	昭和62
(1987)
	
	新国内行動計画を策定
	

	平成元
(1989)
	
	
	文化婦人係に改組

	平成２
(1990)
	
	
	箕面市婦人施策計画を見直し、女性施策推進本部 を設置

	平成３
(1991)
	
	育児休業法の公布
	女性施策係に改組

	平成５
(1993)
	
	
	女性問題懇話会の設置

	平成６
(1994)
	
	男女共同参画室を設置、
男女共同参画推進本部を設置
	女性政策課に改組

	平成７
(1995)
	第４回世界女性会議を開催（北京）
	育児休業法の改正
	第２期女性施策行動計画策定(1996～2000年度）

	平成８
(1996)
	
	「男女共同参画ビジョン 」答申、男女共同参画2000年プランを策定
	女性ルーム(市役所分室)開設（女性政策課事務室兼用）、女性相談実施(市民相談室より所管替え)

	平成９
(1997)
	
	男女共同参画審議会設置
労働基準法の改正
男女雇用機会均等法改正
	

	平成10
(1998）
	
	「男女共同参画社会基本法について」答申
	

	平成11
(1999)
	
	男女共同参画社会基本法施行、「女性に対する暴力のない社会を目指して｣答申、男女雇用機会均等法改正
	女性施策推進本部を人権行政推進本部に改編

	平成12
(2000)
	国連特別総会｢女性2000年会議｣ を開催(ニューヨーク）

	「女性に対する暴力に関する基本的方策について」答申、児童虐待防止法、ストーカー規制法の施行、男女共同参画基本計画（第１次）を策定、男女共同参画週間の設定
	｢箕面市における今後の女性政策のあり方について｣ 提言、第３期箕面市男女協働参画推進計画を策定

	平成13
(2001)
	
	中央省庁等の改革により男女共同参画会議･男女共同参画局を設置、ＤＶ防止法一部施行
※おおさか男女共同参画プランを策定
	男女協働参画課に改組

	平成14
(2002)
	
	ＤＶ防止法全面施行
※大阪府男女共同参画推進条例の施行
	「男女共同参画社会基本法の制定に伴う男女協働参画推進施設のあり方について」審議結果報告

	平成15
(2003)

	
	男女共同参画会議基本問題専門調査会「女性のチャレンジ支援策の推進について」提言、次世代育成支援対策推進法施行
	人権に関する市民アンケート調査実施


	平成16
(2004)
	
	ＤＶ防止法の改正施行
性同一性障害特例法施行
	女性ルームを市役所第三別館に移設（男女協働参画課事務室兼用）、「箕面市における今後の女性政策のあり方について｣ 提言、第４期箕面市男女協働参画推進計画を策定

	平成17
(2005)
	国連「北京＋10」世界閣僚級会合を開催（ニューヨーク）
	男女共同参画基本計画（第２次）の策定、女性の再チャレンジ支援プランの策定
	箕面市ドメスティックバイオレンス対応関係課会議を設置

	平成19
(2007)
	
	男女雇用機会均等法改正施行
	箕面市ドメスティック・バイオレンス被害者支援ネットワーク会議を設置

	平成20
(2008)
	
	ＤＶ防止法の改正施行、女性の参画加速プログラムを策定
	

	平成21
(2009)
	
	
	人権に関する市民アンケート調査実施

	平成22
(2010)
	国連「北京＋15」記念会合を開催（ニューヨーク）
	男女共同参画基本計画（第３次）の策定
	(第５期)箕面市男女協働参画推進プランを策定

	平成26
(2014)
	
	ＤＶ防止法の改正施行
	

	平成27
(2015)
	持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の採択
	女性活躍推進法の施行
	

	平成30
(2018)
	
	「政治分野の男女共同参画の推進に関する法律」施行、パートタイム・有期雇用労働法等の改正
	

	令和元
(2019)
	
	※大阪府性の多様性理解増進条例を施行
	

	令和２
(2020)
	
	ＤＶ防止法、女性活躍推進法、男女雇用機会均等法、労働施策総合推進法等の改正施行、内閣府設置「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会」の緊急提言
※大阪府パートナーシップ宣誓証明制度を開始
	女性活躍推進計画を策定

	令和３
(2021)
	世界経済フォーラム「ジェンダー・ギャップ指数」において日本は120位
	※おおさか男女共同参画プランを策定
	

	令和４
(2022)
	
	育児・介護休業法改正、段階的施行
	箕面市男女協働参画推進プランを時点修正


２．箕面市人権のまち条例
平成１５年３月３１日条例第２９号
箕面市は、にんげんの街みのおを育てることを明らかにした「箕面市人権宣言」を採択しています。また、「箕面市まちづくり理念条例」において、まちづくりは、すべての人の基本的人権の尊重のもとに進めると定めています。そして、人権の尊重は人類共通の願いです。
しかしながら、今もなお、人種、民族、信条、性別、社会的身分、疾病、障害があることなどによる様々な人権問題が存在するとともに、社会状況の変化などにより新たな人権問題が生じています。
また、人権は、個人の尊厳、一人ひとりの生き方を内包する幸福追求の権利であるとされるなど、人権の考え方も変わってきています。私たち一人ひとりが人権について深く考え、その内実を豊かなものにすることが求められます。
私たちは、命の尊さや個人の尊厳が大切にされ、自らの努力で、より自由、平等で、一人ひとりの人権を尊重するまちを創り上げていくことをめざし、この条例を制定します。
（目的）
第１条　この条例は、市及び市民の役割並びに施策の総合的な推進に関する必要な事項を定め、もって一人ひとりの人権を尊重するまちの実現を図ることを目的とする。
（市の役割）
第２条　市は、前条の目的を達成するため、人権尊重の視点で施策を推進する。
（市民の役割）
第３条　市民は、家庭、地域、学校、職場等あらゆる生活の場において、互いに人権を認め合い、人権を尊重するまちの実現に努める。
（施策の総合的な推進）
第４条　市は、市民と協働し、人権を尊重するまちを実現する取組を進めるとともに、国及び大阪府と連携をとりながら、教育及び啓発活動の促進、相談体制の充実、人権救済その他の人権に関する施策を総合的に推進するよう努める。
（審議会）
第５条　第１条の目的を達成するため、箕面市人権施策審議会（以下「審議会」という。）を置く。
２　審議会は、人権を尊重するまちの実現を図るに当たり必要な事項について、市長の諮問に応じ調査審議し、答申するほか、市が策定する人権施策の基本方針に関することについて、市長に意見を申し出ることができる。
３　審議会は、委員１０人以内で組織する。
４　審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。
一　市民
二　市内関係団体の代表者
三　学識経験者
５　審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
６　補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
７　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
一　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
二　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。
８　審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
一　審議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。
二　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
９　審議会に専門的な事項を調査審議するため、必要に応じて部会を置くことができる。
一　部会に属する委員は、会長が指名する。
二　部会に部会長を置き、会長が指名する委員がこれに当たる。
三　部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果を審議会に報告する。
10　審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。
（報酬及び費用弁償）
第６条　委員の報酬及び費用弁償の支給に関しては、箕面市報酬及び費用弁償条例（昭和２９年箕面市条例第１０号）の定めるところによる。
附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成１５年４月１日から施行する。
（会長決定までの議長等）
２　この条例の施行後又は委員の任期満了に伴い新たに委員が任命された後最初に招集される審議会の会議の招集及び会長が決定されるまでの審議会の会議の議長は、市長が行う。
３．箕面市人権施策審議会・委員名簿
　　　任期：①令和元年(2019年)3月13日～令和3年(2021年)3月12日

②令和3年(2021年)8月25日～令和5年(2023年)8月24日

（略）

４．箕面市人権行政推進本部会議設置要綱　（附則は省略）
制定　　　平成１１年４月３０日　訓達第 ４ 号

最終改正　令和 ３ 年５月 ６ 日　訓達第１１号
（趣旨）

第１条　この要綱は、箕面市人権行政推進本部会議（以下「本部会議」という。）の設置、組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（設置目的）

第２条　「箕面市人権宣言」、「箕面市まちづくり理念条例」及び「箕面市人権のまち条例」を基本理念とし、人権文化の創造（市民の豊かな自己実現を可能にするような社会環境の醸成をいう。）を目指し、あらゆる人権に関する施策を総合的かつ円滑に推進するため、本部会議を設置する。

（所掌事務）

第３条　本部会議の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1)　人権施策に関する調査研究

(2)　人権施策に関する基本方針や事業計画の策定

(3)　人権施策に関する関係部局間の連絡調整や課題の協議

(4)　箕面市人権施策審議会及び箕面市人権教育推進会議との連携

(5)　前各号に掲げるもののほか、人権施策の推進のため必要なこと。

（組織）

第４条　本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。

２　本部長は、市長が指名する副市長をもって充てる。

３　副本部長は、他の副市長及び教育長をもって充てる。

４　本部員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。

５　本部長は、本部会議を総理し、必要に応じて本部会議を招集する。

６　本部長に事故があるときは、副本部長がその職務を代理する。この場合において、副市長をもって充てた副本部長、教育長をもって充てた副本部長の順序で、その職務を代理する。
（専門部会）

第５条　本部会議を円滑に運営するため、本部会議に専門部会を置くことができる。

２　専門部会の部会長は、本部長及び副本部長が指名する者をもって充てる。

３　専門部会の部会員は、本部長及び副本部長が指名する部長をもって充てる。

４　専門部会の構成及び職務は、本部長及び副本部長が定める。

（幹事会）

第６条　本部員を補佐し、本部会議において決定された施策の円滑な実施を図るため、本部会議に幹事会を置く。

２　幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。

３　幹事長は人権文化部担当副部長の職にある者をもって充てる。

４　幹事は、別表第２に掲げる者をもって充てる。

５　幹事長は、幹事会又は次条の課題別部会に、関係職員又は関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。

（課題別部会）

第７条　幹事会を円滑に運営するため、幹事会に次に掲げる課題別部会を置く。

(1)　部落問題部会

(2)　男女協働参画部会

(3)　国際化施策部会

(4)　障害者施策部会

(5)　人権教育部会

２　前項に掲げるもののほか、必要が生じたときは、本部会議に諮って新たに課題別部会を設置することができるものとする。

３　課題別部会の部会長は、幹事長が指名する。

４　課題別部会の部会員は、幹事長が指名する室長又は課長をもって充てる。

５　課題別部会の構成及び職務は、幹事長が定める。

（研究会）

第８条　人権施策の推進に必要な調査研究を行うため、幹事会に研究会を置くことができる。

２　研究会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。

(1)　必要とする関係室等の中から幹事が推薦する職員

(2)　参加を希望する職員のうち、幹事長が指名する者

（庶務）

第９条　本部会議の庶務は、人権文化部人権施策室及び教育委員会事務局子ども未来創造局人権施策室において行う。

（委任）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、本部会議の運営に関し必要な事項は、本部長が定める。

別表第１（第４条関係）

	
	補　　　　　職　　　　　名

	１
	市政統括監

	２
	総務部長

	３
	人権文化部長

	４
	市民部長

	５
	地域創造部長

	６
	健康福祉部長

	７
	みどりまちづくり部長

	８
	上下水道局長

	９
	競艇事業局長

	１０
	教育委員会事務局副教育長

	１１
	教育委員会事務局子ども未来創造局長

	１２
	教育委員会事務局子ども未来創造局担当部長（子育て支援に関する事務並びに保
育所及び幼稚園に関する事務を所掌する者に限る。）

	１３
	教育委員会事務局子ども未来創造局担当部長（生涯学習施策に係る企画及び調整に関する事務を所掌する者に限る。）

	１４
	市立病院事務局長

	１５
	消防長


別表第２（第６条関係）

	補　　　　　職　　　　　名

	１
	市政統括政策推進室長

	２
	総務部総務課長

	３
	総務部人事室長

	４
	人権文化部文化国際室長

	５
	人権文化部生涯学習・市民活動室長

	６
	人権文化部人権施策室長

	７
	市民部市民サービス政策室長

	８
	地域創造部箕面営業室長

	９
	健康福祉部健康福祉政策室長

	１０
	健康福祉部生活援護室長

	１１
	健康福祉部障害福祉室長

	１２
	健康福祉部高齢福祉室長

	１３
	みどりまちづくり部まちづくり政策室長

	１４
	みどりまちづくり部営繕室長

	１５
	上下水道局経営企画室長

	１６
	競艇事業局企画室長

	１７
	教育委員会事務局子ども未来創造局教育政策室長

	１８
	教育委員会事務局子ども未来創造局人権施策室長

	１９
	教育委員会事務局子ども未来創造局学校生活支援室長

	２０
	教育委員会事務局子ども未来創造局青少年育成室長

	２１
	教育委員会事務局子ども未来創造局学校教育室長

	２２
	教育委員会事務局子ども未来創造局児童生徒指導室長

	２３
	教育委員会事務局子ども未来創造局教育センター所長

	２４
	教育委員会事務局子ども未来創造局子育て支援室長

	２５
	教育委員会事務局子ども未来創造局保育幼稚園総務室長

	２６
	教育委員会事務局子ども未来創造局子どもすこやか室長

	２７
	教育委員会事務局子ども未来創造局児童相談支援副センター長

	２８
	教育委員会事務局子ども未来創造局文化国際室長

	２９
	教育委員会事務局子ども未来創造局生涯学習・市民活動室長

	３０
	教育委員会事務局子ども未来創造局中央図書館長

	３１
	市立病院事務局医療事務室長

	３２
	消防本部消防総務室長


５．このプランの策定までの経過

	
	日　付
	案　　　　　　件

	１
	令和２年１１月２０日
	人権施策審議会で意見聴取

	２
	１２月１６日
	同審議会の男女協働参画推進ﾌﾟﾗﾝ検討部会で意見聴取

	３
	令和３年　２月　５日
	人権行政推進本部会議・男女協働参画部会で意見聴取

	４
	　　　　　３月１２日
	人権施策審議会で意見聴取

	５
	　　　　　３月１７日
	人権行政推進本部会議で意見聴取

	６
	　　　　　７月２７日
	同本部会議・男女協働参画部会で意見聴取

	７
	　　　　　８月２５日
	人権施策審議会で意見聴取

	８
	　　　　　９月１４日
	人権行政推進本部会議で意見聴取

	９
	１１月　１日
	政策調整会議でパブリックコメント実施決定

	10
	　　　　１１月２６日
	人権施策審議会で意見聴取

	11
	　１２月１日～２８日
	パブリックコメントによる意見聴取

	12
	令和４年　２月　７日
	政策決定会議でパブリックコメント実施報告

	13
	　　　　　３月１７日
	人権行政推進本部会議・人権施策審議会に報告
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